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報告 3「京都大学センターによる相互研修型 FDと FDネットワークの意義」

夏　目　達　也（名古屋大学高等教育研究センター教授）

名古屋大学高等教育研究センターの夏目です。報告のタイトルは「京都大学センターによる相互研修型 FDと FD

ネットワークの意義」と付けました。私の報告の目的は、京大センターの FD活動に関する理念、研究・実践、方法

の特徴とその意義について検討することです。今、松下先生からもご紹介いただきましたが、京大センターととも

に FD・SDの改善支援拠点の認定を受けている名古屋大学高等教育研究センター、あるいは今日は山田先生もいらっ

しゃいますが愛媛大学、そして東北大学という、いわば同じ立場に立ったセンターとの比較なども考慮しながらいろ

いろ検討を進めていきたいと考えます。

1．FDの理念
本日、田中先生の方からあらためてご説明がありました「相互研修型 FD」の特徴について申し上げたいと思いま

す。京大センターは、目指すべき FDの理念を相互研修型 FDに求め、その実現のためにこれまで多様な FD活動を

行ってきました。現在もそのことに基本的に変化はありません。まず、この相互研修型 FDの理念を確認するととも

に、私なりの意見を以下の 4点に絞って述べてみたいと思います。

その 4点の 1番目は、田中先生が強調された「日常性」と集合研修の関連性という問題です。2番目は相互研修に

おける相互性の概念、3番目は大学教員にとっての教育および教育改善活動の位置付けに関するもの、4番目はセン

ターの専門性です。以下、田中先生の最近のご著書で触れていることを引用しましたが、既にこれはご説明がありま

したので省かせていただきます。この引用の中にもありますが、先生が相互研修型 FDの組織化に関して、特に重要

だとされている日常性とローカリズム、とりわけ日常性について考えてみたいと思います。

2．「日常性」と集合研修の関連性
日常性の尊重、これ自体は極めて当然のことですし、重要なことだと考えます。日々、教員は授業や研究指導、課

外活動の指導等、非常に多様な教育活動に従事しています。教育実践はあらためて言うまでもなく非常に日常的な営

みであり、教育改善の活動はこれに即して行われるからです。のみならず、以下のような理由もあるだろうと思いま

す。教育改善の活動では、目前に展開している問題の対処がまず課題になります。対処のためには顕在化していない、

いわば潜在的な問題も扱わざるを得ません。実際には潜在的にある問題の方が数は多いと思います。潜在的な問題も、

日常的な実践の中に存在します。教育実践を展開する環境や、そこで発生する問題の性格や内容は日々変化していま

す。これらの点を考慮すると、教育改善活動も日常的に行うことが必要となってきます。そういう意味で考えると、

田中先生が次のように指摘している点は納得できます。「FD支援は、日常的な教える活動と結び付くことがなけれ

ばどんな実効性をも期待することはできない」と。これはまさにそのとおりかと思います。

問題はその次です。非日常的な活動、その一例としてイベント化した活動では、実質的で持続的な改善効果を期待

することは難しいわけです。もちろん、イベント化した活動が改善活動の一つとして含まれることはあり得るし、時

に必要になることもあるでしょう。しかしながら、日常的な活動が組織されていることが前提とならなければ意味を

持たないはずです。

ここで検討すべきは、相互研修型 FDとイベント化した活動との関係です。相互研修型 FDは、しばしば集合研修

の形態で行われます。集合研修は、ただちにイベント化した研修を意味するわけではありませんが、研修の規模に

よってはそうなる可能性は否定できないところです。

組織化の原則として、日常性とともに田中先生が指摘するローカリズムについても、集合研修との関係で問題点を

指摘できるのではないかと思います。ローカリズムの重要性自体は否定すべきものではありません。大学の多様化・

類型化が進む中で、それぞれの大学・学部の抱える問題状況は異なっています。その現実を無視して一律の内容で
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FDを実施することは難しいと考えるからです。とはいえ、集合研修を中心に FDを実施しようとすると、それぞれ

の教員が所属し、日々の教育実践を展開するそれぞれの大学、機関・組織としてのコミュニティーの枠をしばしば超

えることになります。集合研修の規模が大きくなれば、その可能性がますます高まってきます。

相互研修型 FDは、実際には多様な方法と内容によって構成されているので、ただちに集合研修と同義にとらえる

ことは正確ではないかもしれません。しかしながら、先ほど田中先生が四つのタイプの FDを提示されましたが、そ

のうち最も総合研修型 FDに近いと思われる総合学習自己組織型も、規模は小さいとはいえ、その主要形態は集合研

修ではないでしょうか。そういうことを考えると、幾つかの問題は指摘できるだろうと考えます。

次に集合研修の意義です。私が言いたいのは、もちろん集合研修は必要ですし、時には非常に有効に作用すること

もあるのですが、その前提があるだろうということ、また別のアプローチも当然あるのではないかということです。

そこで、集合研修を重視する理由は幾つかあると思われます。しかし、そこだけで考えてしまうと、その先はなかな

か進めないのではないかということを、以下のところで申し上げました。

端折りまして、2ページの「1.1.3.自己学習・研修の必要性」について述べたいと思います。集合研修の目的や効

果を認めるとしても、集合研修だけでは FDの効果は乏しいと思われます。ここで指摘したいことは、集合研修に加

えて、教員個々人による自己学習・研修を組織することの必要性です。参加者各個人が自らと同僚の教育実践、さら

には所属する機関・コミュニティーの教育環境について一定の理解と見識を持つためには、自己学習・研修は不可欠

なものであると思います。参加者一人一人がその見識を持つことは、集合研修を単に形式的に行うのであればともか

く、その集合研修によって一定の効果を持たせようとする場合には不可欠の条件となるはずです。その自己学習・研

修の組織化という問題は、相互研修型 FDの理念で十分カバーできるのかどうかを問題として提起したいと思います。

「1.2.『相互研修』の相互性の概念について」ですが、これは田中先生がいろいろなところで述べていらっしゃるの

で端折りたいと思います。申し上げたいポイントは、相互研修の「相互」とは教員相互間だけではなく、教員と学生、

教員と職員、あるいは職員と学生などの間でも成り立ち得るのではないかということです。多様な人々との間に成立

する研修をいかに構想し実施するかの検討が必要ではないでしょうか。

3．大学教員にとっての教育および教育改善活動の位置付け
相互型研修型 FDを成立させるためのごく基本的な条件として、大学教員にとっての教育および教育改善活動の位

置付けにかかわる問題ですので、あえて問題提起させていただきます。

教育改善活動が多くの教員にとって切実な要求になっているかどうかという問題です。もちろんそうなっていれば

問題ないのですが、しばしばそうなっていない現実が日本には多々見られるのではないかと思います。この問題は

FDの在り方を考える際の前提となる基本問題です。もちろんそこにはいろいろな問題があります。今日の田中先生

の講演の中でも触れられていましたが、日本にはアメリカのようなテニュア制度は基本的にありません。日本の大学

教員の勤務条件は、最近劣悪化が顕著ですが、欧米諸国の大学教員と比べると条件的にはいろいろ恵まれた面もあり

ます。そういった恵まれた条件の中で、FDに対する要求が本当に生まれてくるかどうかという問題もあります。そ

のことがいいか悪いかは別にして、教育という問題が教員の要求になりにくいという現実を、FDを実施したり FD

論を展開したりする場合の大前提としてきちんと踏まえておく必要があるのではないでしょうか。この点は長くなる

ので端折ります。

4．FD組織化の方法
今、一つ問題提起をしたいのは、相互研修型 FDの組織化の方法です。教育改善が教員にとって不可欠な活動であり、

大学教員としての専門性を形成・向上させるためにも必要な活動であるとするならば、組織化の方法に関する考察は

重要です。例えば、多くの業務を抱えて時間的制約の大きな環境の中でも、さほどの時間とエネルギーをかけなくて

も効果の上がる教育改善の方法、従ってごく普通の教員であっても無理なく確実に取り組めるような教育改善、事業

改善の方法を考案し、提起することが重要になってくると考えます。相互研修型 FDの主張が FD論として多くの教

員の支持を得るためには、この点は不可欠な作業と考えます。
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5．センターの専門性とその発揮の余地はどこにあるか
山田先生、そして高橋先生も言及されておられますが、センターの専門性とその発揮の余地を抜きに相互研修型

FD論、あるいはその他の FD論は成り立ちにくいのではないかと思います。相互研修型 FDにおいては、教員相互

間の学習・研修がまず重要な意義を持ちます。そのプロセスにおいて、センターとセンター所属教員の担うべき役割

はどのようなものになるでしょうか。センター所属教員も教員である以上、それぞれ独自の専門を持ち、研究活動に

従事しています。その成果を学術研究として発表すると同時に、学内外の教育活動全体に反映させ、組織全体の教育

の質の高めることが求められるところです。その点では、各学部・各研究科に所属する教員と同様の職務を担ってい

るわけです。ただし、センターが FDの実施担当部署としての性格や任務を帯びているとすれば、所属教員には上記

の職務以外に、少なくとも学内において FDを実施し普及させることが求められます。教員個々人の教育力量の向上

や、機関全体としての教育力量の向上、それらを通じた教育の質向上なども最終的な目的・目標として求められると

思います。その場合、相互研修型 FDを標榜するセンターにおいては、所属教員は例えばコーディネーター、あるい

はファシリテーターとしての役割を担うことになるのではないでしょうか。ただし、その役割を担うことは、大学教

員としての専門性を発揮することと整合性を持ち得るのかどうかという問題があるのではないか。仮にできたとして、

一般教員から、自分と対等の立場に立つ同僚と見なされることになるのかどうかという問題です。

相互研修型 FDが成立するためには、一般教員が相互に学習・研修し合う同僚としてセンター教員を見なすことが

前提となるはずです。そうだとすれば、同僚と見なされるためには一体何が必要なのか、明確な対応が求められるの

ではないかと思います。

それからもう一つ、京大センターの FDの活動内容とその特徴についてもぜひ述べよというご注文をいただいてお

ります。これについては資料の最後に FD・SDの改善支援拠点として認定された 4大学の主な活動内容と、私なり

に解釈する特徴を示しております。かなり主観に流れておりますが、そちらの方をご覧いただければと思います。

6．京大センターへの期待
私は名古屋大学のセンターに所属していますが、京大センターからは日頃から多くのことを学ばせていただいてい

ます。その立場から今後に期待することを 3点申し上げます。

一つ目は、相互研修型 FDモデルの理念の深化と新たな活動の展開です。今日、田中先生が非常にすっきりした形

でお示しくださいましたが、私が伺っていて、もっとこういうところはどうなのだろうかと突っ込みを入れたくなる

こともしばしばありました。恐らく詰めるべき点はまだまだあるのではないかと思います。これが全国の FDのセン

ターに共有されるためには、まだまだ鍛えていく点が多々あるのではないかと感じています。

二つ目は、研究大学における FDの内容と組織化のモデルの開発です。田中先生が指摘されるように、FD組織化

に当たってはローカリズムの尊重が必要です。まさにそのとおりだと私も思いますが、そうだとすると、日本を代表

する研究大学である京都大学で通用する FDのモデルとは一体どういうものか、その FDの組織化の方法論とは一体

どういうものか、こういったことを示していただくことをご期待申し上げたいと思います。

それから、三つ目はネットワークの組織化です。高橋先生も指摘されました。これは非常に難しい問題をはらんで

いると思います。一口に言って、スケールメリットを狙って私どものセンターでもネットワーク化を図るのですが、

普通にやっていたら、スケールメリットならぬスケールデメリットが発生してしまいます。そうならないために、や

はりそれなりのネットワーク組織化の方法もあるだろうと思います。非常に難しい課題だと思いますが、研究と実践

を通じてぜひお示しいただくことを期待しています。

では、以上で終わらせていただきます。どうもありがとうございました（拍手）。

（松下）　夏目先生、どうもありがとうございました。これまでのお二人の先生からは相互研修型 FDの理念に関する

疑問が出されていたのですが、夏目先生からは相互研修型 FDの方法についてもご指摘いただきました。名古屋は

『成長するティップス先生』をはじめ多くのテキストを作っていらっしゃるので、そういう自己学習ができるための

テキストをたくさん編集されている立場から、集合研修の方法についてどう考えるかというお題をいただいたと思い

ます。
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次は飯吉先生からコメントをいただきます。私たちは 2008年に初めてアメリカ調査訪問を行ったのですが、その

ときはカーネギー財団におられて私たちを迎えてくださる立場でした。それ以来、先ほど田中センター長からお話が

あったMOSTの開発などを共同で進めてきて、いろいろアドバイスをいただいてきました。今日は、かつてアメリ

カにおられた経験をもとに、アメリカと日本の両方の視点で、国際的な視野から FDをご覧になって、私たちのセン

ターが抱える課題を提案していただくとともに、今後、センターの一員として、それをどのように展開していきたい

かについてもお話しいただければと思っています。よろしくお願いします。
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